（様式第16号）
番　　　号
年　月　日

広島県森林・山村多面的機能発揮対策
地域協議会　会長　〇〇　○○　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○の森保全の会
代表 ○○ ○○ 　

○年度　里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金に係る採択変更申請書（届出書）「申請書/届出書」のいずれかを記載

　○年○月○日付け〇広島地域協議会第○号で採択通知のあった里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金を変更したいので、里山林活性化による多面的機能発揮対策実施要領（令和７年３月31日付け６林整森第266号林野庁長官通知）別紙のⅢの第４の５に基づき、下記のとおり採択の変更を申請する（届け出る）。
「申請する/届け出る」のいずれかを記載

記
　
１．活動組織名（法人の場合は末尾に法人番号を括弧書きで記載）
○○の森保全の会 　　組織の名称を記載
（法人番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．協定の対象となる森林の位置
[bookmark: _Hlk200118220]変更前：広島県○○市○○町○○字〇〇
変更後：広島県○○市○○町○○字〇〇
変更が無ければ、変更前の森林の位置を記載

３．担当者名・電話番号（連絡がとれる担当者及び電話番号を記載）
〇〇　○○：090-〇〇〇〇-〇〇〇〇

４．計画変更の理由
※交付金の増減の場合は金額も併せて記載すること。
・「活動推進費」について、当初計画より経費を必要としなかったため、12,500円の減。
・「地域活動型」（森林資源活用）について、計画時より参加者が少なかったため、○○地0.8haの活動が出来なかった。これにより、0.8ｈａ×12万円（森林資源活用）＝96,000円の減。
･「機能強化」について、作業道の実施延長を現地確認した結果、計画時よりも延長が50ｍ短くなった。これにより、50ｍ×800円（機能強化）＝40,000円の減。
･「関係人工創出・維持」について、地域外関係者の一部が参加できなくなり、10名以上の地域外関係者の参加が見込めなくなったことから、本年度の申請を取りやめたい（50,000円の減）。
･「資機材･施設の整備」について、※交付申請等と内容、数量が異なる場合は全て記載すること。
刈払い機購入を２台減、50,000円の減（事業費100,000円の減）
チェンソーの購入先の見直しにより25,000円の減（事業費50,000円の減）
林内作業車の規格変更により、100,000円の減（事業費300,000円の減）
　○計278,480円の減額（交付金総額の30％を超える減額）

５．里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金
	区分
	交付単価等
	森林面積等
	交付金額
	都道府県の支援額
	市町村の支援額
	計

	活動推進費
	38,000円/年
	－
	25,500円
	円
	8,500円
	34,000円

	地域活動型
（森林資源活用）
	120,000円/ha
116,000円/ha
112,000円/ha
	0.2ha
	24,000円
	円
	8,000円
	32,000円

	地域活動型
（竹林資源活用）
	332,000円/ha
304,000円/ha
276,000円/ha
	0.5ha
	166,000円
	円
	55,334円
	221,334円

	複業実践型
	191,000円/ha
176,000円/ha
162,000円/ha
	1.0ha
	191,000円
	円
	63,667円
	254,667円

	　　　安全衛生装備
	定額
	1.0ha
	50,000円
	円
	円
	50,000円

	小計
	－
	
	456,500円
	円
	135,501円
	592,001円

	機能強化
	800円/ｍ
	150ｍ
	120,000円
	円
	30,000円
	150,000円

	関係人口創出・維持
	50,000円/年
	－
	0円
	円
	0円
	0円

	資機材等整備
	1/2以内
	650,000円
	325,000円
	円
	円
	円

	
	1/3以内
	300,000円
	100,000円
	円
	円
	円

	計
	－
	－
	1,001,500円
	円
	165,501円
	1,167,001円

	間伐等（除伐、枝打ちを含む。）の実施面積
	
	1.7ha
	
	
	
	


（注１）機能強化は円/m、関係人口創出・維持は円/年を単位とする。
（注２）交付対象とする面積は0.1haを、延長は1mを下限とする。
（注３）地域活動型及び複業実践型の交付単価は、上段から活動１年目、活動２年目、活動３年目の単価とする。
（注４）資機材等整備の森林面積等欄は、金額を記載すること。なお、資機材等整備のうち林内作業車、薪割り機、薪ストーブ又は炭焼き小屋の購入金額若しくは関係人口創出・維持による活動で使用する移動式の簡易なトイレの賃借料は「1/3以内」とする。
（注５）都道府県の支援額、市町村の支援額及び計については、申請時に都道府県や市町村から予定額を聞いている場合等に記載すること。

６．事業費
592,001+150,000+0+250,000+650,000+300,000=1,942,001円

（注）事業費は、活動推進費、地域活動型、複業実践型、機能強化、関係人口創出・維持、資機材等整備の購入額の合計額とする。

７．月別スケジュール　　変更後のみ記載
	区分
	４
月
	５
月
	６
月
	７
月
	８
月
	９
月
	10
月
	11
月
	12
月
	１
月
	２
月
	３
月

	活動推進費
	
	
	
	 (
林況調査
モニタリング調査
安全講習会
)
	
	
	
	
	 (
モニタリグ調査
)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域活動型
（森林資源活用）
	
	
	 (
枯損木の除去
)
	
	
	
	
	 (
伐採作業
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	 (
薪生産
)
	
	
	
	
	
	

	地域活動型
（竹林資源活用）
	
	
	
	
	
	
	
	 (
侵入竹除去
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	 (
作業委託
（急峻地の伐採）
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 (
竹炭の
肥料利用
)
	
	
	
	

	複業実践型
	
	
	
	
	
	 (
間伐
)
	
	
	 (
集積・運搬・搬出
)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機能強化
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 (
作業道の
作設
)
	
	
	
	
	
	

	関係人口創出・
維持
	
	
	
	
	 (
関係人口との
活動内容の検討・
調整
)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資機材等整備
	
	
	
	
	
	 (
チェンソー購入（
6
万円×
5
台）
) (
刈払い機購入（
5
万円×
3
台）
)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 (
林内作業車購入（
60
万円×
1
台）
)
	
	
	
	
	
	




８．安全講習等の名称及び内容
	講習の名称
	講習の内容
	実施月

	
	
	月

	
	
	月




９．関係人口創出・維持の相手先及び活動内容
	【地域外関係者の相手先名】

【活動内容】



注）地域外関係者との現地確認や活動内容の調整を必ず行うこと。


10．資源活用の取組内容
	【活動内容】





注）利用する資源の範囲及び収益の取扱は森林所有者と事前に協議するものとする。

＜施行注意＞
　　以下の資料を添付すること。
・活動計画書
・協定書の写し
・活動組織の規約の写し
・作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェックシート
・環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート
　　記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
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